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と畜場法施行規則及び厚生労働省関係牛海綿状脳症対策特別措置法 

施行規則の一部を改正する省令並びに食品、添加物等の規格基準の 

一部を改正する件について 

 

と畜場法施行規則及び厚生労働省関係牛海綿状脳症対策特別措置法施行規則

の一部を改正する省令（平成25年厚生労働省令第８号。以下「改正省令」とい

う。）並びに食品、添加物等の規格基準の一部を改正する件（平成25年厚生労

働省告示第14号）が本日公布され、これによりと畜場法施行規則（昭和28年厚

生省令第44号）、厚生労働省関係牛海綿状脳症対策特別措置法施行規則（平成

14年厚生労働省令第89号）及び食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告

示第370号）の一部が改正されたところであるが、改正の概要等は下記のとおり

であるので、その運用に遺漏なきよう取り計らわれたい。 

 なお、と畜場における牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査費用の補助（21か月齢以

上）については、改正省令が施行される本年４月の段階では継続するが、今後

予定されているＢＳＥ検査の対象月齢の引上げに係る食品安全委員会の２次答

申の際に見直すこととしているので、御了知ありたい。 

 

記 

 

第１ 改正の概要 

ＢＳＥ症対策を開始して10年以上が経過し、国内外のリスクが大きく低下

してきた。こうした状況を踏まえ、食品安全委員会の評価に基づき、と畜場



における牛の特定部位（頭部（舌及び頬
ほ ほ

肉を除く。）、脊髄及び回腸遠位部）

の取扱い及びＢＳＥ検査の対象月齢並びに牛の脊柱の取扱いについて改正す

るものである。 

 

第２ 改正の内容 

１ と畜場法施行規則関係 

(１) 別表第一に掲げる部分から、月齢が30月以下の牛（出生の年月日から

起算して30月を経過した日までのものをいう。以下同じ。）の頭部（扁

桃を除く。）及び脊髄を除外したこと。（第３条、第７条関係） 

(２) ＢＳＥ検査の対象となる牛等の分別管理についての規定を追加した

こと。（第３条第１項第10号関係） 

(３) 月齢が30月以下の牛の頭部（舌及び頬
ほ ほ

肉を除く。）及び脊髄並びにこ

れらを含むものを食用に供する場合の区分や汚染防止の規定を追加し

たこと。（第３条第１項第11号、第７条第１項第５号ヘ及び第７条第

１項第15号関係） 

(４) 別表第一に掲げる部分と区分されていないその他の部分についても、

焼却することとしたこと。（第３条第１項第18号イ関係） 

(５) 別表第一に掲げる部分と区分されていないその他の部分による枝肉

等の汚染を防止することとしたこと。（第７条第１項第17号関係） 

(６) と畜検査の検査申請書に、月齢、出生の年月日及び個体識別番号（牛

の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法（平成15

年法律第72号）第２条第１項に規定するものをいう。）を記載するこ

ととしたこと。（第15条第１項第３号関係） 

 

２ 厚生労働省関係牛海綿状脳症対策特別措置法施行規則関係 

(１) ＢＳＥ検査の対象となる月齢を、30月（出生の年月日から起算して

30月を経過した日を除く。）としたこと。（第１条関係） 

(２) 特定部位から、月齢が30月以下の牛の頭部（扁桃を除く。）及び脊

髄を除外したこと。（第２条関係） 

 

３ 食品、添加物等の規格基準関係 

食品を製造、加工又は調理する場合は、ＢＳＥの発生国又は発生地域に

おいて飼養された牛（以下「特定牛」という。）の脊柱を原材料として使用

してはならないとしていたが、以下のような改正を行ったこと。 

(１) 特定牛の定義から、食品健康影響評価を踏まえ、食肉の加工に係る



安全性が確保されていると認められる国又は地域において飼養された

月齢が 30 月以下の牛を除いたこと。 

(２) 除去しなければならない脊柱の定義から、頸
け い

椎横突起、頸椎棘
きょく

突起、

胸椎棘
きょく

突起、腰椎棘
きょく

突起及び正中仙骨稜
りょう

を除いたこと。 

(３) 脊柱の定義に背根神経節が含まれることを改めて明示したこと。 

 

第３ 施行及び適用期日 

１ と畜場法施行規則及び厚生労働省関係牛海綿状脳症対策特別措置法施行

規則関係 

平成25年４月１日から施行されるものであること。 

 

２ 食品、添加物等の規格基準関係 

公布日から適用されるものであること。 

 

第４ 運用上の注意 

１ と畜場法施行規則及び厚生労働省関係牛海綿状脳症対策特別措置法施行

規則関係 

(１) と畜場における分別管理等については、別途通知するガイドライン

によること。 

(２) 分別管理の実施主体となると畜場の設置者、管理者及びと畜業者並

びにこれに協力する荷受業者、内臓業者、仲卸し業者等関係者に対し、

改正内容及び今後必要となる分別管理について、周知徹底を行うこと。 

 

２ 食品、添加物等の規格基準関係 

(１) 牛海綿状脳症の発生国又は発生地域に該当する国又は地域は、国又

は地域内におけるＢＳＥの発生を国際獣疫事務局（ＯＩＥ）へ報告し

た国又は地域であること。 

（参考 本年２月１日時点では以下のとおり） 

アイルランド、アメリカ合衆国、イスラエル国、イタリア共和国、 

英国、オーストリア共和国、オランダ王国、カナダ、ギリシャ共和 

国、スイス連邦、スウェーデン王国、スペイン、スロバキア共和国、 

スロベニア共和国、チェコ共和国、デンマーク王国、ドイツ連邦共 

和国、日本、フィンランド共和国、ブラジル連邦共和国、フランス 

共和国、ベルギー王国、ポーランド共和国、ポルトガル共和国、リ 

ヒテンシュタイン公国、ルクセンブルク大公国 

(２) 食品安全基本法第11条第１項に規定する食品健康影響評価の結果を



踏まえ、食肉の加工に係る安全性が確保されていると認められる国又

は地域は我が国のほか以下のとおりであり、今後、変更が生じた場合

は、別途示すこととすること。 

アメリカ合衆国、オランダ王国、カナダ、フランス共和国 

(３) 本改正により食品、添加物の規格基準における特定牛及び脊柱の定

義が変更されることから、食品、添加物等の規格基準 第２ 添加物

の部 Ｅ 製造基準 ４及び第３ 器具及び容器包装の部 Ｆ 器具

及び容器包装の製造基準 ４に規定されている内容についても同様の

取扱いとなること。 

(４) 食用に供する脊柱の分別管理等については、別途通知するガイドラ

インによること。 

(５) 分別管理の実施主体となる食肉処理業、食肉販売業、脊柱の加工業

等関係者に対し、改正内容及び今後必要となる分別管理について、周

知徹底を行うこと。 

 

第５ その他 

   関係通知を以下のとおり改正する。 

  (１)「食品衛生法施行規則の一部を改正する省令の施行について」（平成

13年２月15日付け食発第41号） 

     第３を削除する。 

   (２)「と畜場法施行規則の一部を改正する省令の施行について」（平成13

年10月17日付け食発第308号） 

     第２の１及び別紙を削除し、第２の２を第２とする。 

 


